
 

  

◎今後の医療機関の取り組みと支援体制 
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・(Ｂ)水準の対象医療機関は、
「医師労働時間短縮計画」とＰ
ＤＣＡサイクルによって時間外
労働を削減する努力を継続
・長時間労働の医師には追加
的健康確保措置を確実に実施
する

医師の時間外労働の上限規
制を適用ステップ２

時間外労働時間の実態
や(Ｂ)水準の要件を踏ま
えて、2024年に適用され
る上限水準と短縮すべ
き時間外労働時間数を
検討する

都道府県
・ステップ１～３に取り組んでも、地域医療の確
保のために(Ａ)水準の「年960時間以内」を超え
ざるを得ず、(Ｂ)水準の要件を満たす医療機関
を、都道府県が2023年度中に(Ｂ)水準対象医療
機関として特定
・新たな評価機関の分析評価結果を踏まえて、
医師偏在対策（2020年度～）、地域医療構想な
どの医療政策に反映する

新たな評価機関
・各医療機関における医師の長時間労
働の実態、労働時間短縮の取り組みを
客観的に分析・評価し、医療機関や都道
府県にその結果を通知。医師の働き方を
改善する助言・提言をする
・評価結果の公表により、地域住民が
「医療の上手なかかり方」を考える契機と
なるようにする

都道府県医療勤務環境改善支
援センター
・「医師の時間外労働時間の的確な把
握」などが未実施の全医療機関に対し
て、2019年度中に個別に状況を把握し
て必要な対応を求める
・各医療機関における「医師労働時間
短縮計画」の策定を促す
・働き方改革関連法の説明会を実施

ステップ１
時間外労働時間の実
態を的確に把握する

ステップ３
なるべく早期に「医師
労働時間短縮計画」を
作成し、それに基づき
ＰＤＣＡサイクルを回し
て時間外労働時間を
短縮する。できるだけ
多くの医療機関が(Ａ)
水準適用となるよう目
指す

支援の目玉！

宮城医療労務管理支援センター 
仙台市青葉区本町 1-9-5 五城ビル 4Ｆ 宮城県社会保険労務士会内 

平日 午前９：００から午後５：００まで 
 ＊土日祝 12/29～1/3 を除きます 
TEL/FAX ： 022-211-9003（予約・電話相談） 

email：iryouroumu@sharo-miyagi.com 

 

2019 年 7 月 

勤務環境の改善を支援します！  

医療機関事業主様ならびに労務管理責任者の皆様へ 

宮城県社会保険労務士会は厚生労働省からの委託を受け、

「医療労務管理支援センター」を設置しております。人

事・労務管理の専門家である社会保険労務士が「医療労務

管理アドバイザー」として、個別相談、希望される医療機

関への個別訪問を実施しております。 

 

 

【出典】日経ヘルスケア 2019 年 4 月号 

◆「医師の働き方改革に関する検討会」の報告書がまとまりました。（2019 年 3 月 28 日） 

◎２０２４年４月から適用される勤務医の時間外労働規制 

 

年１８６０時間以下 年１８６０時間以下
月１００時間未満（例外あり） 月１００時間未満（例外あり）

年９６０時間以下 　（Ｂ）水準 　（Ｃ）水準
月１００時間未満（例外あり） 　地域医療確保暫定特例水準 　一定期間、集中的に技能向上のための

　※対象医療機関を特定 　診療を必要とする医師向けの水準

　（Ａ）水準
　一般的な医療機関に

　2024年度以降に適用される水準
　

※初期研修医は、代償休息の代わりに連続勤務時間制限・勤務間インターバルを徹底

追加的健康確保措置②
「月100時間未満」を例外的に超える場合の面接指導と就業上の措置（いわゆるドクターストップ）
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　追加的健康確保措置①
　＜努力義務＞
　・連続勤務時間制限２８時間
　・勤務間インターバル９時間の確保
　・代償休息

　追加的健康確保措置①
　＜義務＞
　・連続勤務時間制限２８時間
　・勤務間インターバル９時間の確保
　・代償休息

　追加的健康確保措置①
　＜義務＞
　・連続勤務時間制限２８時間
　・勤務間インターバル９時間の確保
　・代償休息（※）

　Ｃ１
　初期研修医・専攻医の
　ための水準。本人が研
　修プログラムを選択

　Ｃ２
　６年目以降の医師が
　高度技能を習得したい
　場合に自ら申し出る

追
加
的
健
康
確
保
措
置

2035年度末には

暫定特例水準を解消

2036年度以降も永続するが

上限時間は縮減方向とする



 

 ≪補助金を活用してみませんか？≫ 

平成 26 年 10 月の医療法改正により、医療機関の管理者は「医療スタッフの
安全と健康は、患者の安全と健康を守る」という共通認識を共有し、勤務環境の
改善に取り組む仕組みを導入することが求められています。 

これを受けて、県保健福祉部医療人材対策室より補助金を支給する事業が始 
まります！ 

 
補助対象者：県内に所在する病院 
実 施 期 間：平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 
対 象 事 業：病院の管理者が「医療勤務環境マネジメントシステム」に基づき実施する取り組み 

（宮城県医療勤務環境改善支援センター、宮城医療労務管理支援センターが相談支援 
します） 

   ＜たとえば…＞ 
 勤務環境の改善に関する計画作成のための現状分析（日本看護協会が実施するＷＬＢインデッ 

クス調査費用等）・勤務シフト作成ソフトの購入費・就業規則改定経費・スキルアップ研修費・ 
仕事と子育て相談窓口設置に伴う備品購入費等 

補 助 率：２／３（ただし 50 万円を上限とする。） 

手続きの流れ：令和元年 10～11 月頃通知を発出。計画書等必要書類を添付のうえ県に補助申請。 

     ～～早急に取り組みを開始し、よりよい職場環境を構築しましょう！～～ 

 

【出典】厚生労働省ＨＰ 

～宮城県保健福祉部資料より～ 


